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2019 年 1 月、ボルソナロ政権が発足した。選挙戦当初は泡沫候補とも称された社会自由党
（Partido Social Liberal：PSL）のジャイル・ボルソナロ（Jair Bolsonaro）下院議員は、序盤で労働
者党（Partido dos Trabalhadores：PT）のルーラ（Luiz Inácio Lula da Silva）元大統領、終盤でフェル











ブラジルの政権は 2003 年に発足した労働者党（PT）政権、2016 年にジルマ・ルセフ（Dilma 
Rousseff）大統領の弾劾で発足したブラジル民主運動党（Movimento Democrático Brasileiro：MDB） 1















                                                        
1 2016 年当時のブラジル民主運動党の党名は「PMDB」であったが、2017 年に「MDB」へ変更している。 
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アダジ氏の選挙公約は「2019 年―2022 年政府計画（Plano de Governo 2019-2022）」である。経済
政策は「新たな開発国家プログラムの推進」の項目でふれられている［PT-PCDOB-PROS 2018, 38-
47］。特徴的なものを挙げると、雇用対策として（テメル政権により）中止された公共工事の再開、




























推進を表明している。なお、テメル政権の経済政策は、2015 年 10 月 29 日に公表されたブラジル
















ボルソナロ政権は発足直後、2019 年 1 月 1 日付暫定措置令 870 号により省庁を再編、閣僚級に









じた生産性強化というベクトルをそれぞれもち、時としてその利害は対立する。2018 年 12 月に
テメル政権が発表した新自動車政策「Rota 2030」がその典型例だ。Rota 2030 において、企業が利
用できる研究開発投資に対する税額控除について、より広範な連邦税からの控除を認めたい商工
サービス省と、財政健全化を進めるうえでインセンティブを最小限にしたい財務省との間で対立
が生じたが、結果として財務省の主張が通った形で決着をみた ［FSP, 24 de Abril de 2018］5。ゲ
デス大臣は、省庁再編を検討するにあたり、商工サービス省は「（国内産業を守るための）第 1 次









自由市場の保障、規制効果検証の実施などを規定する「経済的自由権宣言（Declaração de Direitos de Liberdade 
Econômica）」（4 月 30 日付暫定措置令 881 号）が挙げられる。第 2 条で、経済活動実施の自由の認定、私人の
善意の認定、経済活動の実施に係る補助的、最小限かつ例外的な国家の干渉の原則がうたわれた。ただし、規
定された内容は抽象的で、実際のビジネスへの影響を図るには時間を要するとみられる。 
5 Folha de São Paulo (https://www1.folha.uol.com.br/mercado/2018/04/fazenda-vence-disputa-e-restringe-o-rota-
2030.shtml, 2019 年 4 月 21 日アクセス). 
6 Folha de São Paulo (https://www1.folha.uol.com.br/mercado/2018/10/apos-reuniao-bolsonaro-decide-manter-
superministerio-da-economia.shtml, 2019 年 5 月 31 日アクセス). 
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までの商工サービス省とは異なるスタンスを表明している 7。 
ボルソナロ政権の閣僚ポスト数 22 は、1995 年に発足したフェルナンド・エンリケ・カルドーゾ



























ボルソナロ政権（社会自由党） 2019 22 




2018 年の中央政府における基礎的財政収支は 1,162 億レアル 9（GDP 比 1.7%）の赤字であった。
財政赤字は 2014 年以降連続で記録している。その要因は景気後退による純歳入 10の伸び悩みの一
方で歳出の構造的増加だ。以下の図１のとおり、2011 年以降、歳出のなかでも大きな部分を占め
る社会保障費の対 GDP 比率は、一貫して上昇している。 
                                                        
7 Ministerio da Economia (http://www.economia.gov.br/noticias/2019/01/carlos-da-costa-apresenta-equipe-ao-setor-
produtivo, 2019 年 4 月 21 日アクセス). 
8 Estadão 1 de Janeiro de 2019 (https://www.estadao.com.br/infograficos/politica,as-mudancas-dos-ministerios-de-1985-a-
2019,942125, 2019 年 4 月 21 日アクセス). 
9 2019 年 4 月時点で 1 レアル＝約 29 円。 
10 歳入全体から地方自治体への移転分等を除いた金額。 
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テメル政権では 2016 年 12 月に可決された憲法改正 95 号で、基礎的財政支出の前年比増加率を
物価上昇率以下に制限し、歳出を抑制する「新財政制度（Novo Regime Fiscal）」を定めた。当時の
エンリケ・メイレーレス（Henrique Meirelles）財務大臣は、1991 年～2015 年の期間における歳出
増加のうち 75％は憲法で定められた義務的歳出であることにふれ、憲法改正による法的歳出抑制
の意義を強調した［ジェトロ短信 2016 年 12 月 22 日］11。義務的歳出のなかでも社会保障費が大
きな部分を占める。 
政府資料によれば、2018 年の社会保障制度会計赤字額は 2,660 億レアルと GDP の 4～5％に相
当する。ブラジルの社会保障制度は、おもに 4 つに分かれる。最大は民間企業の労働者らが加入
する、一般社会保障制度（Regime Geral de Previdência Social：RGPS）の都市労働者向け制度、も
うひとつは RGPS の農村労働者向け制度、そして連邦公務員向け制度（Regime Próprio de Previdência 
Social：RPPS）と軍人向け制度だ。中でも、農村労働者向け制度の赤字額は 2018 年に 1,140 億レ
アルと最大だ。社会保障制度改革法案はテメル政権時代にも議会に提出されたが、汚職問題など
で政権求心力が低下し法案を可決に導くことはできなかった。 
ボルソナロ政権は 2019 年 2 月に改めて社会保障制度改革法案を議会に提出した。改正のおもな
ポイントは RGPS と RPPS で税率表を統一し、連邦公務員の相対的な厚遇を是正しつつ高所得者
により多くの負担を求めること、年金受給開始要件の引き上げ、障害者年金、遺族年金や社会扶
助給付金（Benefício de Prestação Continuada：BPC）といった制度の改定だ。議会での抵抗を減らす
目的もあり、テメル政権で提出された法案を踏襲した内容となっているが、将来、選択制による
確定拠出型年金制度の利用を見込んだ点や、詳細に関して補足法（Lei complementar）の制定を想
                                                        
11 ジェトロ短信ブラジル 2016 年 12 月 22 日（https://www.jetro.go.jp/biznews/2016/12/0b64d72d0b861873 html, 
2019 年 4 月 21 日アクセス）. 
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定した部分などで違いもある。経済省の資料では、同改革法案がとおれば 4 年間で 1,610 億レア





年 1 月 23 日、政権発足後 100 日間に達成する 35 の目標を発表した（表２参照）。インフラ省管轄
の項目で「交通部門の民営化により、鉄道と 12 の空港へのインフラ投資を拡大、10 の港湾ターミ




チ市の 1534 キロを結ぶ区間（EF-151）が 3 月 28 日に入札にかけられ、燃料大手コザングループ
が出資するロジスティクス企業フーモ（Rumo）が落札した。空港は、国内 12 空港を北東部、中
西部、南東部の 3 つの地域別に分けた一括形式で 3 月 15 日に入札にかけられ、スペイン、スイス
の空港運営会社、国内資本コンソーシアムがそれぞれ落札した。港湾ターミナルは、パライバ州
カバデロ港の 3 ターミナル、エスピリトサント州ビトリア港の 1 ターミナルが 3 月 22 日に入札に
かけられ、国際エネルギー大手シェルと燃料大手コザングループが出資する燃料会社ハイーゼン
（Raízen）などによるコンソーシアムが落札、さらにパラ州ヴィラドコンデ港の１ターミナル、ミ
ラマール港の 5 ターミナルは 4 月 5 日に国内燃料大手企業等により落札された。 
いずれも外資を含めた民間企業が最低応札額を大幅に上回る金額で落札し、順調な滑り出しを
みせている。ただし、これらの案件はテメル政権下の投資パートナーシップ・プログラム（Programa 
de Parcerias de Investimentos：PPI）に基づくもので、ボルソナロ政権独自の民営化政策はこれから
だ。経済省に新たに設けられた脱公営化・売却特別局には国内レンタカー大手企業の経営者サリ
ム・マタール（Salim Mattar）氏が局長に登用された。同局では連邦政府が出資する 134 公社を民
営化し、2019 年中にコンセッションを含めて約 200 億ドルの売却額となる方針を示している 12。
国営石油会社ペトロブラス、連邦貯蓄銀行、ブラジル銀行、国家経済社会開発銀行（Banco Nacional 








                                                        
12 Ministerio da Economia（http://www.economia.gov.br/central-de-
conteudos/apresentacoes/2019/apresentacao_sedd_english.pdf/view, 2019 年 4 月 21 日アクセス）. 
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行している［ジェトロ短信 2019 年 4 月 4 日］14。 
新たな通商協定に関して、ブラジルはメルコスールとして EU、欧州自由貿易連合（EFTA）、カ













                                                        
13 ブラジル米国商工会議所（Amcham）（https://www.amcham.com.br/noticias/comercio-exterior/acordos-facilitacao-de-
comercio-mercosul-e-ocde-secretario-lucas-ferraz-secex-detalha-acoes-do-novo-governo, 2019 年 4 月 21 日アクセス）. 
14 ジェトロ短信 2019 年 4 月 4 日（https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/04/7026336b7f09ce31 html, 2019 年 4 月 21 日
アクセス）. 
15 EU との協定は、2019 年 6 月 28 日にベルギー・ブリュッセルの閣僚会合で政治合意に至った。同協定は合意
に約 20 年間を費やしたが、メルコスールの域外通商協定交渉の前進を促す重要な一歩となる。 
16 ジェトロ短信 2019 年 1 月 18 日（https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/01/25df0246d30fcbe0 html, 2019 年 4 月 21
日アクセス）. 
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（http://hdl handle.net/2344/00049282）. 
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